
　　　　　　　主　　　文

一　被告は原告らに対し、それぞれ別表（三）「カツト額」欄記載の金員及びこれ
に対する昭和五一年四月二三日から支払ずみにいたるまで年五分の割合による金員
を支払え。
二　原告らのその余の請求を棄却する。
三　訴訟費用は一五分し、その一を被告の負担とし、その余を原告らの負担とす
る。
四　この判決は、原告ら勝訴の部分に限り仮りに執行することができる。

　　　　　　　事　　　実

第一　申立
一　原告ら
１　被告は原告らに対し、それぞれ別表（二）の１中「原告の主張」の「請求額
（カツト額）」欄記載の金員及びこれに対する昭和五一年四月二三日から支払ずみ
まで年五分の割合による金員を支払え。
２　訴訟費用は被告の負担とする。
との判決並びに仮執行の宣言を求める。
二　被告
１　原告らの請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は原告らの負担とする。
との判決を求める。
第二　主張
一　原告
１　原告らは、被告によつて府中自動車教習所（以下「府中教習所」という。）の
技能指導員として雇用されているものであつて、約定された月額賃金は、いずれも
別表（一）記載のとおりであり、その一時間当りの賃金額は、いずれも別表（二）
の１中の「一時間当りの賃金」欄記載のとおりである。
２（一）　原告らを含む府中教習所に勤務する被告の従業員をもつて組織されてい
る府中教習所労働組合は、昭和五〇年度年末一時金要求のため、同年一一月二五日
から一二月一一日までの間合計二四回の時限ストライキを実施したが、このうち、
（１）　一二月六日は、午前一一時五〇分及び午後三時五〇分からの二回にわたり
各回一〇分ずつ合計二〇分間
（２）　一二月一〇日は、午前九時五〇分、午前一一時五〇分、午後一時五〇分及
び午後三時五〇分からの四回にわたり各回一〇分ずつ合計四〇分間
（３）　一二月一一日は、午前九時五〇分、午前一〇時五〇分、午前一一時五〇
分、午後一時五〇分及び午後三時五〇分からの五回にわたり各回一〇分ずつ合計五
〇分間
のストライキ（以下、これら各回のストライキを「ミニ・スト」という。）を行つ
た。
（二）　そして、原告ａは、右の（２）及び（３）の合計一時間三〇分のミニ・ス
トに、原告ｂ、同ｃ及び同ｄは、右の（１）及び（３）の合計一時間一〇分のミ
ニ・ストに、原告ｅは、右の（１）及び（２）の合計一時間のミニ・ストにのみ参
加し、その余の原告らは、右の（１）ないし（３）の合計一時間五〇分のミニ・ス
トに参加したが、原告らは右ミニ・スト参加時間以外は、本件雇用契約の本旨に従
つて自動車運転技能教習指導の業務に従事した。
３　ところが被告は、原告らの本件ミニ・スト参加による賃金控除の対象時間は、
右ミニ・スト参加一回につきそれぞれ一時間であり、別表（二）の１中「被告の主
張」の「カツト対象時間」欄記載の時間になるものとして、原告らに支払うべき同
年一二月分の賃金（その計算期間は、一一月二〇日から一二月一九日まで）のう
ち、右時間分の賃金に相当する同表中「被告の主張」の「カツト額」欄記載の金員
を支払わない。
４　被告が原告らの本件ミニ・スト参加を理由とする以上、原告らは、２項（二）
記載の本件ミニ・スト参加時間以上の時間分の賃金を控除されるいわれがなく、原
告らは被告に対し、別表（二）の１の「原告の主張」欄記載の計算により、同表中
「被告の主張」の「カツト対象時間」欄記載の各時間から「原告の主張」の「カツ
ト対象時間」欄記載の時間を控除した時間の労働の対価として、同表中「請求額



（過剰カツト額）」欄記載の賃金の支払を請求し得る権利がある。
５　よつて、原告らは被告に対し、別表（二）の１中の右「請求額（過剰カツト
額）」欄記載の金員及びこれに対する本訴状送達の翌日である昭和五一年四月二三
日から支払ずみまで民法所定年五分の割合による遅延損害金の支払を求める。
二　被告
１　（請求の原因に対する認否）
（一）　１項は認める。
（二）　２項については、（一）のうち、ミニ・ストの実施時間が各回一〇分間で
あつたこと、（二）のうち、原告らのミニ・スト参加時間の合計がその主張のとお
りであつたこと及び原告らがミニ・スト参加時間以外の時間につき、その主張のよ
うに本件雇用契約の本旨に従つて労務を提供したこと、以上の事実は否認し、その
余の事実は認める。
（三）　３項は認める。
（四）　４項については、本件ミニ・スト参加による賃金控除の対象時間が原告ら
主張のとおりであると仮定した場合における賃金の計算関係と過剰カツト額が別表
（二）の１「原告らの主張」欄記載のとおりとなることは認め、その余は争う。
２　（原告らの債務不履行）
（一）　被告は、府中教習所における原告ら指導員の勤務体制を、午前八時から午
後四時三〇分までのＡ勤務と午前九時から午後五時三五分までのＢ勤務とに区分
し、各勤務ともその就業時間内に六〇分をもつて一時限とする教習生に対する自動
車運転の指導（以下、この一時限の指導を「単位教習」という。）を七回行うよう
に定めている。そして、被告は、単位教習時間六〇分について、最初の五分間を教
習簿と教習生との突合、教習進度及び引継事項の確認等の準備時間（以下、これを
「導入」という。）に、これにつぐ五〇分間を実指導に、最後の五分間を教習後の
講評、次回教習のための引継事項の整理等の準備時間（以下、これを「講評」とい
う。）に充てることとし、原告ら指導員に対しては、右に従つた教習を行うようあ
らかじめ指示している。
（二）（１）　本件ミニ・ストは、いずれも右の実指導の最後の一〇分間及びこれ
につぐ講評の五分間を含む約一五分間につき行われたものであるが、被告が教習生
から教習の対価として収受する授業料は、単位教習ごとに計算され、単位教習が中
断した場合には、その教習に対する授業料の全部を請求することができないことと
なつている。
（２）　もつとも、道交法に基づく「指定自動車教習所等の教習業務運営指針」
（昭和四八年三月三一日警視庁交通部長の東京指定自動車教習所協会長、各指定自
動車教習所長等あて通知、以下「教習業務運営指針」という。）四〇条は、「指導
員の急病その他やむを得ない事情」により当該指導員による教習が中断した場合
に、他の指導員による補足教習を認めているので、補足教習が行われた場合には、
例外として、これと前記の中断された教習を合わせた授業料を収受することができ
ることになつているのであるが、ストライキは、右規定にいう「やむを得ない事
情」に当らないし、仮に当るとしても、当時府中教習所には、本件ミニ・ストのご
とく一時に大量の教習中断が生じた場合、直ちにこれに対応してその補足教習を行
うに必要かつ充分な他の指導員もいなかつたし、その一部につき補足教習を行うに
しても、中断前の教習内容、進度等が補足教習を行う指導員に引継がれなければ、
補足教習を行うことができない理であるが、本件の場合はストライキによる職場離
脱であつたため、右の引継もなされず、補足教習ができる筈がなかつたし、更に、
補足教習を他の通常の教習時間帯で行うとすれば、別の単位教習時間をこれに割当
ることになるのであるが、その結果、被告は、その単位教習時間の教習によつて授
業料を収受することができず、二個の単位教習時間を費して一個の単位教習分の授
業料しか収受できないことになるし、また通常の教習時間以外の時間に補足教習を
行おうとしても、当時原告らを含む府中教習所労組員は残業を拒否していたため、
その実施もできず、争議解決後に補足教習を行おうとしても、教習生は、次の単位
教習時間に補足されるべき教習内容を通常の教習として履習してしまうのであつ
て、そのときは補足教習の対象自体が存在しなくなつてしまうのである。のみなら
ず、本件ミニ・ストによつて中断された単位教習の総数は約三〇〇件にものぼるの
であつて、これを次回以降の教習時間にくり延べ、補足教習のための時間を設ける
ことは、教習時間の変更として道交法施行規則三六条の定めるところにより公安委
員会に届出を要するばかりでなく、次回教習までに補足教習を受ける教習生及び教
習に当る指導員全員の了解をとりつけなければならず、結局右の方法による補足教



習も到底実現しうるものではなかつたのである。
　以上のような次第で、被告は、本件ミニ・ストによつて中断された単位教習につ
いては、いずれも補足教習を行い得ず、結局、右ミニ・ストの行われた単位教習全
部に対する授業料を収受することができなかつたのである。
（３）　原告らは、本件ミニ・ストによつて被告につき右のような結果が発生せし
められるであろうことをあらかじめ知悉しながら、その当初から本件ミニ・ストに
よつて被告の当該単位教習についての授業料請求権の全部を喪失させ当該単位教習
時間全体を被告にとつて無価値たらしめ、自らはミニ・スト参加時間以上の賃金カ
ツトを免れる目的意図のもとに、被告が事前にこれを覚知して対抗手段を講ずる余
地のない方法によつて本件ミニ・ストを実施し、その結果現実にも右教習を無価値
たらしめたものであつて、右の原告らの目的意図及びそれによつて実現された結果
から見れば、本件ミニ・ストは、被告の単位教習時間全体に対する経営指揮、運営
機能を全面的に排除すると同時に、意識的に廃品を生ぜしめ又は機械を破壊するこ
とを目的として行われる講学上のいわゆる積極的サボタージユに該当するものであ
るから当該単位教習時間中原告らのミニ・スト参加時間以外の時間の約四五分間に
ついてはその外形上就労類似の現象が見られるが、以上において述べたところから
見れば、それは就労の仮装にすぎないのであつて、法律的には無価値であり、本件
雇用契約の本旨に従つた債務の履行となるものではない。従つて被告は原告らに対
し本件ミニ・ストの行われた単位教習時間分全部の賃金を支払う義務はない。
（三）　原告らが本件ミニ・スト参加時間以外の時間につき就労したとしても
（１）　原告ら指導員については前記（一）の勤務体制が採用されているのである
から、原告らが被告の指示にしたがい導入、実指導及び講評等のすべてを完了して
はじめて当該単位教習に関する債務を履行したことになるものというべきところ、
原告らは、当該単位教習時間中実教習の最後の一〇分間及びこれにつぐ講評等の五
分間を含む約一五分間につき本件ミニ・ストを実施したのであるから、当該単位教
習時間中のミニ・スト参加時間以外の時間についても債務を履行したことにはなら
ない。
（２）　そして被告は、現に、原告ら指導員の遅刻・早退によつて単位教習時間の
一部に不就労があつた場合、たとえその不就労が数分間であつても、右の観点から
これを当該単位教習時間全体に関する六〇分間の債務不履行として扱つているもの
であつて、本件の場合も同様に扱われるべきであるから、被告は本件ミニ・ストの
行われた単位教習時間全体についての賃金を支払う義務はない。
（四）　被告は、原告らの就労一時間当りの賃金を、月額賃金を月間労働日数二六
日、一日の労働時間七・五時間の割合をもつて算出しているのであり、その内訳は
別表（二）の２記載のとおりであつて、原告らがミニ・ストを行つた当該単位教習
時間の賃金の合計は、別表（二）の１中の「被告の主張」の「カツト額」欄記載の
とおりであり、この計算によつて賃金を支払わなかつた被告には、何ら責められる
べき点はない。
三　原告ら（被告の積極的主張に対する認否並びに反論）
１　（一）については、単位教習時間が六〇分間であること、被告主張の導入、講
評のための準備時間が就労時間であることをのぞくその余の事実は認める。単位教
習時間は、被告のいう実指導五〇分間のみであり、右の準備時間一〇分間は休憩時
間である。
２　（二）については、（１）のうち、本件ミニ・ストがいずれも実指導の最後の
一〇分間につき実施されたこと、被告が教習生から収受する授業料が単位教習ごと
に計算されること、（２）のうち、教習業務運営指針に被告主張の規定があるこ
と、以上の事実は認め、その余はすべて争う。
　ストライキの実施は、労働者の正当な権利行使であつて、使用者は労働者に就業
を命じ得ないのであるから、ストライキによる単位教習の中断は、教習業務運営指
針四〇条にいう「やむを得ない事情」に該当する典型的な場合であり、被告は、同
条の定めるところにより、本件ミニ・ストの行われたことにより生じた不足時間を
補足教習により補うことができたのである。被告は、右の補足教習を行い得なかつ
た事情として、まず、大量の教習中断が生じたことによる指導員の不足及び補足教
習の前提となるべき引継の欠如をいうが、前者については、仮にそうであつたにせ
よ、それは府中教習所労組の組織率が高かつたことの事実上の効果であるし、後者
については、被告が補足教習を行わなかつたので、原告らは引継しようにもその機
会が与えられなかつたにすぎないのであつて、これらはいずれも被告が補足教習を
行い得なかつたことの理由とはならない。そのほか被告は、補足教習の時間をとる



ことができなかつた事情を種々主張するけれども、所詮、それは予定されている教
習時間につき、その実施時刻を固定不動のものとする誤つた前提に立つものであ
り、現実の問題としても、本件ミニ・ストの実施された教習時間の次回以降の教習
時間を適宜繰延べることにより補足教習を行う時間を挿入することに何らの困難は
なかつたのである。なお、右につき被告は、道交法施行規則三六条による届出に言
及するが、右の届出を要するのは教習時間の恒常的変更についてであり、臨時的変
更又は教習時刻の若干の変更まで含むとは解されないし、届出を要するにしても事
後の届出でこと足りるのであるから、それが補足教習のための時間の設定の支障に
なるとはいえないし、被告主張のように多数の教習生、指導員がいたとしても、右
のように教習実施時刻をくり延べることの支障にはならない。
　被告は、本件ミニ・ストによつて、所期の授業料収入が喪失せしめられたと主張
するけれども、それは、被告がその主張の勤務体制を採用していることから必然的
に生じた結果にほかならないのであつて、労働組合がストライキの時期及び時間に
ついて選択の自由を有する以上、ストライキの結果被告が所期の生産効果をおさめ
ることができなかつたとしても、被告がこれを云々することは許されるものではな
い。
　最後に、被告は、本件ミニ・ストの行われた単位教習時間中のストライキ実施時
間以外の原告らの就労を仮装であると主張するが、原告らは、いずれもストライキ
指令が発せられるまでは本件ミニ・ストが行われること自体を知らなかつたのであ
るから右の就労が仮装でありうる筈がないし、また本件のミニ・ストを行つたこと
により、遡つて当該の単位教習時間の当初から被告の単位教習に対する管理や指揮
命令を排除したことになるなどがあり得ないことも理の当然であり、原告らは、い
ずれも本件ミニ・ストの直前まで本件雇用契約の本旨に従つた労務の提供を継続し
たのであるから、これに対する賃金請求権を失う筈がない。
３　（三）は争う。雇用契約上労働者が使用者に対して負担する債務は、労働者が
所定の時刻にその労働力を使用者の処分権下に移し、かつその状態を一定時間維持
することであり、賃金は、その対価であつて、すでに述べたように原告らは、当該
の単位教習時間のうち本件ミニ・ストの行われた時間以外の時間については、その
労働力を被告の処分に委ねていたのであるから、この対価としての賃金を被告に請
求しうるのは当然であつて、それは被告の定めた勤務体制のいかんにかかわるもの
ではない。被告の主張するところは、要するに原告らの本件ミニ・ストによつて所
期の生産効果を得られなかつたため、右の賃金の支払を拒否するというに尽きるの
であるが、それが被告の賃金債務を免れさせる理由となり得ないことは当然であつ
て、右賃金債務を免れるためには適法なロツク・アウトにより原告らが提供した労
務の受領を拒絶すべきだつたのであり、それによらずに労務を受領している以上原
告らに対する賃金債務を免れるものではない。
４　原告らの一時間当りの賃金が被告主張のとおり計算されていること、右一時間
当りの賃金の内訳及び本件ミニ・スト参加一回につき一時間の欠務があつたものと
して計算した場合における原告らに対する賃金カツト額が別表（二）の１記載の額
になることは認め、その余は争う。
第三　証拠関係（省略）

　　　　　　　理　　　由

一　（雇用関係）請求の原因１項は、当事者間に争いがない。
二　（原告ら技能指導員の勤務体制及び本件ミニ・ストを理由とする賃金カツト）
１　原告ら技能指導員の勤務体制が、午前八時から午後四時三〇分までのＡ勤務と
午前九時から午後五時三五分までのＢ勤務とに区別され、各勤務とも、一時限が五
〇分間であるか六〇分間であるかは別として、就業時間中七回の単位教習を行うも
のとされていることは当事者間に争いがなく、この事実といずれもその成立に争い
がない乙第二号証ないし第四号証とｆ証人の証言並びにｇ本人尋問の結果の一部と
弁論の全趣旨を総合すれば、府中教習所は、道交法九八条所定の指定自動車教習所
であるが同法施行規則三三条一項が同法施行令三五条五項一号所定の指定自動車教
習所における技能教習等の教習時間の基準を一教習時限につき五〇分とする旨定
め、これに基づく「教習業務運営指針」が右「五〇分間の実質教習時間を確保する
ため導入、講評は準備時間に行わなければならない。」とし、被告の加入する東京
指定自動車教習所協会制定の「技能教習計画及び実施要領」が、右の準備時間とし
て、実指導と次の実指導との間に一〇分間を設けるものとしているため、被告は、



前記原告らの勤務時間を別表（四）記載のとおり、六〇分間ずつに区切り、この区
切られた時間に一回の単位教習を行うものとし、単位教習時間は、開始時から五分
間を導入、これにつぐ五〇分間を実指導、最後の五分間を講評に充てるものとして
教習ダイヤを編成し、各単位教習時間の開始及び終了時、導入から実指導及び実指
導から講評への移行時にはチヤイムを鳴らし、これを原告ら技能指導員に周知徹底
させていたことが認められる。ｇ本人は、右のように教習ダイヤが編成されている
ことを知らなかつた旨供述するが、この供述は、以上の認定事実に照らして、その
まま採用できない。
２　請求の原因２項については、本件各ミニ・ストの実施時間、原告らの右ミニ・
スト参加時間の合計時間をのぞき当事者間に争いがなく、また請求の原因３項は当
事者間に争いがない。原告らは、本件ミニ・ストの実施時間は各回一〇分間である
とするに対して、被告は、各回約一五分間であるとしてこれを争うのでこの点につ
いて見るに、本件ミニ・ストの開始時間が午前九時五〇分（一二月一〇日及び一一
日）、午前一〇時五〇分（一二月一一日）、午前一一時五〇分（一二月六日、一〇
日及び一一日）、午後一時五〇分（一二月一〇日及び一一日）及び午後三時五〇分
（一二月六日、一〇日及び一一日）であつたことは当事者間に争いがなく、これを
前記認定の府中教習所の教習ダイヤに照らして考えると、右のストライキ時間の争
いは、結局講評の五分間がストライキ時間に含まれるか否かの争いに帰するので、
進んでこの点について見るに、原本の存在に争いがなく弁論の全趣旨によつてその
成立を認める甲第一〇号証には、昭和四七年一一月一〇日に警察庁交通局免許課長
らが右交通局の見解として、前記一〇分間の準備時間は休憩時間である旨の見解を
公表した旨の記載があるが、前記乙第三号証によれば「教習業務運営指針」は、そ
の後の昭和四八年四月一日から実施されたものであることが認められ、この事実と
弁論の全趣旨によつて成立を認める乙第一二号証の記載によつて認めうる事実と右
甲第一〇号証の記載を対比すれば、同号証の記載はそのまま採用することができな
いし、またｆ証人の証言並びにｇ本人尋問の結果と弁論の全趣旨を総合すれば、本
件ミニ・スト当時、実指導終了のチヤイムが鳴る直前に講評を済ませた技能指導員
が教習用車両から降りて休憩室に引きあげ、次教習開始までの五分間の全部又は一
部を用便、喫煙その他小休止に充てていたことが認められるが、これを前記１の事
実に基いて考えて見ると、原告ら技能指導員が右のように私用を弁するためその他
に講評の時間の全部又は一部を使用することが事実上被告によつて黙認されていた
にすぎないものと解されるのであつて、講評の時間を原告らが主張するように休憩
時間と認めるのは相当ではない。そうして見ると、本件ミニ・ストの実施時間は、
各回とも実指導中の一〇分間及びこれにつぐ講評の五分間を含む約一五分間であつ
たというべきであり、他に以上の認定を覆し、右の原告の主張事実を肯認するに足
る証拠はない。
三　（本件賃金カツトの正当性について）
１　被告は、本件ミニ・ストの行われた単位教習時間中のストライキ時間をのぞく
その余の時間における原告らの就労は仮装であるとして、争うので、この点から判
断する。
（一）　まず、府中教習所労組が争議手段として本件ミニ・ストを選択するにいた
つた契機について見るに「教習業務運営指針」四〇条が、指導員の急病その他やむ
を得ない事情により当該指導員による教習が中断した場合、他の指導員による補足
教習を認めていることは当事者間に争いがなく、この事実と前記乙第三、四号証、
ｆ証人の証言及びｇ本人尋問の結果と弁論の全趣旨を総合すれば、前記のように道
交法施行令三五条五項及びこれに基づく同法施行規則三三条一項が指定自動車教習
所における教習時間及び教習時限についての基準を定めている関係上、被告は、実
指導が中断された場合においては、教習生に対し、その単位教習に対する授業料の
請求をすることができないのが原則であつて、例外として、教習業務運営指針が、
右のように教習が中断された場合につき、爾後その教習の残された教習時間及び教
習内容が補足されたときに限り、その教習を法定の一時限の教習として取扱う旨及
び右の補足教習の時期については、道交法施行規則三三条三項一号トの制限時間を
こえない限り、日時を改めて実施することができる旨規定しているため、右の補足
教習が実施されれば、当該単位教習に対する授業料を請求しうるものであること、
本件ミニ・ストの行われた単位教習の場合も、それを教習生に対する関係におい
て、道交法施行規則三三条一項所定の一時限の教習を後記のように一人の指導員に
よつて結了させられなかつたとの観点に立つ限りにおいては、ストライキが教習業
務運営指針四〇条所定の「やむを得ない事情」に当らないと解すべき根拠はないの



であるから、被告が同条に従つた補足教習を行えば当該単位教習に対する授業料を
請求することも可能であつたというべきであるが、被告が本件ミニ・ストの行われ
た単位教習につき補足教習を行う場合、これを通常の時間帯で行えば、府中教習所
においては前記（別表（四））のとおりの教習ダイヤを設定している関係上、被告
が主張（二、２、（二））するとおり二つの単位教習分の時間を費して一つの単位
教習分の授業料しか収受し得ないことも起りうるし、また本件ミニ・ストによつて
発生させられた教習中断は延三〇〇件以上にものぼつた等のこともあつたため、被
告は本件ミニ・ストによつて中断された単位教習のすべてについて補足教習を行わ
ず、その結果当該単位教習に対する授業料を喪失するにいたつたこと、府中教習所
労組は、本件各回のミニ・ストを実施すれば、以上のような結果が発生するのであ
ろうことをあらかじめ充分に計算に入れたうえで、しかも長時間にわたるストライ
キを実施してその間の賃金を失うよりも本件ミニ・ストによることが組合員の被害
がすくなく、効果的であると判断して本件ミニ・ストを実施したものであること、
以上の事実が認められる。この事実によれば、府中教習所労組員である原告らも、
本件ミニ・ストを行うことによつて、当該単位教習時間のうち、ストライキ実施時
間をこえる時間分の賃金請求権を失うことなしに単位教習時間の全部についてスト
ライキを行つたと全く同一の効果をおさめることを企図して本件各回のミニ・スト
に参加したものと認めるのが相当であつて、ｇ本人尋問の結果中この認定に反する
部分は到底そのまま採用しうるものではない。
（二）　原告らが本件ミニ・ストの行われた単位教習時間のうち、ストライキ時間
をこえる時間（導入及び実指導中の四〇分間を含む約四五分間）につき、教習生に
対する自動車運転指導に従事したことは、弁論の全趣旨によつてこれを認めるに充
分である。被告は、右の中断された単位教習につき補足教習を行い得ず、その結果
当該単位教習に対する授業料を喪失したことを理由に、当該の単位教習が無価値と
なつた旨主張するのであるが、本件の場合、前記のように延三〇〇件以上に及ぶ教
習中断のうち、その限られた一部についてすら補足教習を行うことができなかつた
ことを認めるに足る資料は存在しないのであるし、一般的かつ抽象的にでもあれ、
被告において補足教習を実施しうる可能性がある限り、中断された単位教習をすべ
て全く無価値とすることができないのは当然であり、前記のように補足教習の実施
方法いかんによつては、中断された単位教習分の授業料請求権を回復しても、他方
において補足教習に使用した単位教習分の授業料を喪失する事態が発生することが
あつたにせよ、そのような事態は、指導員の急病により教習が中断された場合にも
起りうることであつて、これをストライキの場合における特有の現象として評価す
ることはできない。そして、原告らが本件ミニ・ストの行われた単位教習時間中の
約四五分間につき教習生に対する自動車運転指導に従事したことは前記のとおりで
あり、他に反証のない本件にあつては、原告らの内心的意図はどうあれ、客観的に
は、前記のように被告が設定した教習ダイヤに基づく単位教習の一部を実現するた
めに労務の提供をしたものと認めるべきであるから、これを全く無価値とする被告
の主張は、他の点の判断をするまでもなく採用の限りではない。
２　次に被告は、原告らが所定のとおり導入、実指導及び講評が完了しない限り債
務を履行したことにならない旨主張して争うので、この点について判断する。
（一）　道交法九八条所定の指定自動車教習所が行う自動車運転教習につき同法施
行規則三三条一項が技能教習等の一教習時限を五〇分と定めていることは前記のと
おりであり、同条及び道交法九八条、九九条、同法施行令三五条、同法三四条の各
規定から推知しうる右一教習時限設定の趣旨並びに前記教習業務運営指針四〇条の
規定を総合して考えると、右規定が一単位教習時間中の実指導（技能教習）五〇分
間は、指導員に急病その他やむを得ない事情が存在しない限り、一人の指導員によ
つて結了させることを当然の前提としたものと解することができるし、ｆ証人の証
言並びに弁論の全趣旨を総合すれば、被告の右のような理解を前提として、原告ら
指導員の早退について一時間を単位としてこれを認め、例えば、原告ら指導員が一
時間二〇分にわたる団体交渉に参加した結果、二つの単位教習に当れなかつた場合
には二時間分の賃金カツトをしているなど賃金は原則として時間単位で計算してい
るが、例外として、あらかじめ届出のあつた遅刻については、例えばＢ勤務に振替
えるなどの方法をとり、無届遅刻の場合は、遅刻二時間までは日給の四分の一、二
時間をこえる場合にあつては日給の二分の一のそれぞれ減給処分をする定めとなつ
ているため特に賃金カツトをせず、指導員の急病によつて教習中断があつた場合に
は恩恵として賃金カツトをしていないこと、以上の事実が認められる。そして、本
件ミニ・ストの場合はともかくとして、従来被告の右の取扱いについて府中教習所



労組ないし原告らと被告間において問題とされたと認めるに足る証拠もないし、他
に右認定を左右するに足る証拠もない。以上の事実に基づいて考えると、本件雇用
契約において定められた原告らの債務は、原告らが主張するように、原告らが単に
前記の教習ダイヤの定めるところに従い労務を提供しただけでは足りず、更に右教
習ダイヤの単位教習、就中最小限度各単位教習中の実指導五〇分間を一人の指導員
によつて完結させることを要件とするものであつたと認めるのが相当である。な
お、ストライキによつて教習が中断された場合、教習業務運営指針四〇条の定める
ところに従い補足教習が可能であることは前判示のとおりであるが、同条の定める
ところは、道交法施行規則三三条一項所定の一時限の教習が中断されることによつ
て生ずる教習生の不利益を例外として救済することを目的とするものであること
は、同条の文理によつて明らかであるから、この規定の存在することが右のように
本件雇用契約の内容を認定するうえでの妨げとなるものではないし、また、雇用契
約ないし労働契約の本質が契約によつて他人の労務を利用することそれ自体であ
り、この労務の利用それ自体の対価として賃金を支払うことをもつて契約の内容と
するものであることはいうをまたないところであるが、契約の締結に当り、労働者
が単に使用者の労務指揮権に従つて労務の提供をしたのみでは足らず、その状態を
限られた時間内において継続することを契約の要件として加えることも、それが例
えば労基法五条その他の強行法規又は民法九〇条に違反するなどのことがない限
り、契約当事者の自由になしうるのが原則であつて、そのことによつて生ずる労働
者の不利益は、集団的労働関係において回復されるべきものとするのが法の建前で
あり、右の強行法規違反等の事実の認められない前記認定の本件雇用契約は有効と
いわざるを得ない。
（二）　そうして見ると、被告が本件ミニ・ストの行われた単位教習時間につき、
右ストライキによりその単位教習時間全体につき本件契約の定めるところに従つた
債務の履行がなされなかつたものとして原告らの賃金を計算したのは相当というほ
かない。
四　（原告らが請求権を有しない賃金額）
　原告らの一時間当りの賃金及び原告らの本件ミニ・スト参加一回につき一時間の
勤務の欠落があつたものとして、その時間分の賃金を計算した金額が、それぞれ別
表（二）の１中「被告の主張」欄記載のとおりであり、原告らの「一時間当りの賃
金」の明細が別表（二）の２記載のとおりであることは、当事者間に争いがないと
ころであるが、その成立に争いがない乙第六号証、ｆ証人の証言及びｇ本人尋問の
結果を総合すれば、右の諸手当中の交通手当及び家族手当が労働の対価としての意
味を有しないものであることは明らかであるから、原告らは、前記の勤務の欠落に
かかわらず、別表（三）中の「カツト額」欄記載の手当を請求しうる権利があると
いうべきである。
五　（結び）
　よつて原告らの本訴請求は、原告らが被告に対し、それぞれ別表（三）中の「カ
ツト額」欄記載額の金員の支払を求める限度において理由があるから正当として認
容し、その余の請求を失当として棄却し、民訴法九二条、一九六条の各規定を適用
して主文のとおり判決する。
（裁判官　原島克己　福井厚士　仲宗根一郎）
（別紙、別表省略）


